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I. 総合研究報告書 
厚生労働科学研究費補助金（女性の健康の包括的支援総合研究事業） 
令和６年度総合研究報告書 
有月経女性における月経関連疾患のスクリーニング方法の開発、エビデンス確立およびそのフ

ィールド調査における費用対効果の検討 
研究代表者：大須賀 穣 東京大学医学部附属病院 女性外科 
研究要旨 

女性の社会進出は、男女雇用機会均等法の施行以降目覚ましく発展している一方、その健康

状態に配慮がなされることは、メタボ健診などと比較するとあまりにも機会が少なかった。女

性の健康の維持は、日本の社会における月経に関連した事項のヘルスリテラシーの普及が不十

分であることも関係し、企業などの社会構成体においてライフステージを考慮した配慮が十分

なされているとは言い難い。女性の社会進出が進む一方で女性の健康に対する十分な配慮が不

足していることは経済損失に直結することから、この研究では月経関連疾患に焦点を当ててい

る。本研究では、有月経女性および周閉経期女性の健康診断に必要な問診および健診項目を選

定し、それを実践的な健康支援体制の一環として確立することを目指している。 
具体的には、エビデンスの整理、女性の問診票の作成、費用対効果の分析、そしてフィール

ド調査を通じて効果の妥当性と効果を評価することが主たる研究目的であり、女性の健康支援

に関する具体的な施策を提供し、社会全体の健康支援体制の向上に寄与することが期待される。

国内外の健診の有効性に関わるエビデンスの整理や人間ドッグにおいて実施されている健診項

目の調査等を行った上で、有用な女性の健診項目の抽出・選定を行う。 
それらをもとに、受診対象者を検討し、公的な健診に組み込んだ場合の費用対効果を推計す

る。また、様々な場で使用されている女性の問診票の収集、調査等を行った上で、背景となる

エビデンスの整理、問診後の対応等についても検討を行い、健診等の様々な女性の健康支援の

場で使用することのできる「女性の問診票」を作成する。上述に関するエビデンスレベル（評

価指標等の信頼性・妥当性、介入の効果等）を示す資料（研究班が作成した原著論文、研究班

で収集した論文集等）を作成するといった事業を本研究の主たる目的としている。 
 
研究分担者氏名・所属研究機関名及び所属研究機関における職名 
赤澤純代 金沢医科大学 総合内科学 臨床教授 
飯高世子 東京大学医学部附属病院 特任助教 
五十嵐中 横浜市立大学 医学群健康社会医学ユニット 准教授 
甲賀かをり千葉大学大学院医学研究院 生殖医学講座（産婦人科）教授 
後藤励  慶應義塾大学大学院 経営管理研究科 教授 
杉森裕樹 大東文化大学 スポーツ・健康科学部健康科学科 教授 
田中佐智子京都大学大学院医学研究科デジタルヘルス学講座 特定教授 
田中裕之 東京大学医学部附属病院 小児科 助教 
樋口毅  弘前大学大学院保健学研究科 教授 
平池修  東京大学医学部附属病院 女性診療科・産科 准教授 
前田恵理 北海道大学大学院医学系研究科 准教授 

松崎政代 東京医科歯科大学大学院保健衛生科学研究科 教授 

森繭代  東京大学医学部附属病院 女性診療科・産科 講師 

吉原愛  伊藤病院 内科医長 
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Ａ.研究目的 
女性の一生は思春期から、性成熟期、周閉

経期、老年期というように年齢に応じた時期

に分類が可能であるが、この分類は月経周期

に関連したものである。各時期において重要

とされるのは、女性ホルモンの分泌レベルが

適切であるかどうかである。女性ホルモン・

エストロゲンの分泌レベルの変動により、女

性はその健康状態の維持に大きく影響を受

ける。しかし、エストロゲンの分泌レベルが

時期に応じて適切なものがあるということ

は世間一般に十分知られているとは言い難

い。思春期以降の女性においてエストロゲン

の分泌レベルが問題となる疾患は、思春期発

来の異常（二次性徴の異常）、望まない妊娠、

性感染症が挙げられる。生殖可能年齢女性に

おいては、機能性および器質性月経困難症、

子宮内膜症、子宮筋腫、子宮腺筋症、不妊症、

妊娠関連の異常などが挙げられる。周閉経期

ないしそれ以降では、骨粗鬆症、高血圧、脂

質異常症、うつ、認知症などの頻度が増える。

退行期における疾患は、若年期からエストロ

ゲンレベルが低下しないよう対策を講じて

おかないと早期に現れることとなる。この一

連の流れは男性の加齢現象とは大きく異な

る。女性の健康を管理するのであれば、この

ようなホルモン変動を意識した特別な管理

が必要であるが、これまでに制度化されてき

た各種健康支援対策において、上記のような

女性特有の健康特性は十分周知されておら

ず、故に我が国においても政策に十分反映さ

れていなかった。昨今の社会事情を反映して

女性の社会進出が目覚ましく発展している

一方、女性の健康の維持は、ヘルスリテラシ

ーの普及が不十分であることも関係し、企業

などの社会構成体においてライフステージ

を考慮した配慮が十分なされているとは言

い難い。女性の健康は生涯を通じた女性ホル

モンの変動により大きく影響を受ける特性

があるが、月経関連疾患（月経困難症、月経

前症候群 PMS、更年期障害など）に由来す

る社会経済学的問題を解決することは喫緊

の課題である。女性の社会経済活動を賦活化

させるためには、疾病頻度が 70～80％前後

にものぼる月経痛、月経前症候群 PMS およ

びその重症型である月経前不快気分障害

PMDD や、60％前後といわれる更年期障害

の対策が必要である。これらの疾患は、内外

のこれまでの検討により、QOL を下げるだ

けでなく社会・経済損失に直結することが多

く報告されているが、大半は海外データであ

ることから、日本におけるエビデンスの確立

が望まれている。女性の健康を推進する上で

女性の健康を把握するために何が必要なの

かを考えるには、男性の健診から得られたデ

ータのように、エビデンスを構築する必要が

ある。さらに、エビデンスに基づいて、一般

健康診断のレベルで月経痛、PMS などの問

診を入れ込むことで、女性特有の病気に関す

る意識付けを高めること、健康診断レベルに

までこのような問診を入れ込むことでヘル

スリテラシーを向上させるような具体的施

策が必要とされている。 
本研究ではこれまでに得てきた知見を踏ま

え、女性に頻度の多い疾患を多面的かつ医療

経済学的に評価し、社会の健康支援体制を確

立することを目的としている。本研究は、１）

有月経女性および周閉経期女性の健康診断

のエビデンス総体を整理し、これら女性に必

要とされているまたは有効であると考えら

れる問診および健診項目を収集し取捨選択

することで、同年代の女性を標的とした健診

項目として必要かつ十分な項目を選び出す

こと、２）１）の調査に基づいて、実際にこ

れら女性に適用な可能な世代ごとの「女性の

問診票」を作成し、実際にそれを問診に盛り

込んだ場合の費用対効果を分析すること、

３）２）により作成された「女性の問診票」

のフィールド調査を健診の場に落とし込み

実践すること、そしてその効果の妥当性と効

果を測定した資料集を作成することを主た

る目的とし、多数のエキスパートを集め、女

性の健康維持を効率よくもたらすために必

要な健診がどのようなものかということを

中心に据えてエビデンスの構築を始めるこ

ととした。 
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Ｂ.研究方法 
１）女性特有の疾患に有効な問診および健診

項目の選定 
月経関連疾患に関する有月経女性および周閉

経期女性の健康診断のエビデンス総体を整理

する目的で論文レビューをおこなう。海外に

おいて、定期的に特定の疾患の診断を目的と

しない「健康診断」という概念は比較的乏し

い。本研究の申請を目的として自らが最近の

文献検索を試みてみた範囲内では、「健康診

断」という検索後での関連論文は存在しない

ことがわかっている。 
本研究では専門家によって、月経関連疾患を

問診で調べた報告を文献検索し、過去 10 年

分くらいを目標とし、月経関連疾患有月経女

性および周閉経期女性の健康維持に関連する

ことを検討した報告を調べるものとする。論

文検索に関しては、大阪大学医学部図書館司

書諏訪氏に依頼をし、包括的に英文および和

文の論文を調べるものとする。海外文献で当

方が知る範囲内では、問診で子宮内膜症がど

の程度抽出できるのかを検討した論文

（ Chapron C et al., eClinicalMedicine. 
2022;44:101263）があることから参考になる。

更年期障害に関しては、簡略更年期指数（小

山ら 1998 年）が有名であるが、和文でも同

様に、自己診断して行動様式の変化をみた論

文がないかどうかを検討する。文献検索とし

ては、MEDLINE および医中誌を用いて、各々

英文、和文の検索をすることにする。 
また、日本において、人間ドック、特定健診

などの形態で健康診断をおこなっている施設

は数多く存在するが、各施設において月経関

連疾患および更年期症状を抽出するためにど

のような問診をおこなっているのかは、調べ

た報告もなく全く不明である。これら女性に

必要とされているまたは有効であると考えら

れる問診および健診項目を収集するために、

研究分担者杉森が理事を務める日本人間ドッ

ク・予防医療学会と連携することで、日本各

地の大規模健康診断施設から、当該年齢女性

に対する問診票を収集することとする。各項

目の抽出するときには、内科的視点があるの

かどうかも検討することにし、同年代の女性

を標的とした健診項目として必要かつ十分な

項目を取捨選択することで、最適な問診項目

を調べ上げる。 
 
２）「女性の問診票」利用における費用対効果

の分析 

１）の調査に基づいて、実際にこれら女性に

適用な可能な世代ごとの「女性の問診票」を

作成し、実際にそれを問診に盛り込んだ場合

の費用対効果を分析することをおこなう。そ

のような形での費用対効果評価を実践するこ

とで、疾患の頻度として多い子宮内膜症、月

経困難症、PMS/PMDD、更年期障害などの疾

患スクリーニングをおこなうこと、病院に受

診した場合の費用対効果を検討することで、

早期診断・管理手法の有効性のエビデンスを

含めて評価し、政策提言可能な医療情報の提

供が期待できる。本研究では先行研究

（Arakawa I, et al. Cost Eff Resour Alloc 
2018）を参考にしてシミュレーションモデル

を構築していくことで子宮内膜症の予防並び

に治療に関して医療経済に与える影響につい

ても検討する。 
 
３）「女性特有の疾患についての問診票」のフ

ィールド調査と資料集作成 
作成された「女性の問診票」のフィールド調

査を健診の場に落とし込み実践すること、そ

してその効果の妥当性と効果を測定した資料

集を作成することを主たる目的とする。女性

に特有な疾患に関連した症状を含む問診票の

フィールド調査をおこなうと、婦人科診察へ

の誘導がしやすくなるだけでなく、効果や妥

当性の検証が容易になることから大きなメリ

ットがある。資料集を作成することで、海外

にはない日本オリジナルのデータを提唱する

ことが可能になる。 
以上のデータを収集し、評価・分析の上、

現在日本において実行可能な女性の健康を守

るための施策を提案することを目的としてい

る。なお本研究の社会経済的検討に資する基

盤として、補助的に主に内分泌関連の基礎的

研究を一部行った。 
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Ｃ.研究結果 
１）公益社団法人日本人間ドック・予防医療

学会における常設委員会である女性のための

健診・予防医療のあり方検討委員会（委員長・

佐々木寛氏）を窓口として交渉をおこない、

研究協力してもらうことになった。 
日本人間ドック・予防医療学会に所属する施

設には上記委員会を通じて協力をしてもらい、

8 施設 10 種類の問診票を入手し、また、赤澤

研究分担者が所属する金沢医科大学の問診票

も合わせて入手した。協力施設は同学会事務

局からの呼びかけに対応してくれた自発的な

施設に限られ、その他の施設からの協力は得

られなかったことから特にセレクションがか

けられたものではない。これらの問診票を概

括する。健康診断といえども既往歴（産婦人

科＋他診療科）、月経状態、妊娠・分娩歴など

が主な項目であり、病院受診で問診する項目

とほぼ同じといってよい。産業医科大学は月

経痛と月経量を定性的に問診しているが、主

観的であり記載方法の説明もない。東京大学

附属病院の健康診断票は至極一般的なもので

あるが、それも含め月経随伴症状を定量的に

扱う問診項目を設定している団体は存在しな

い。Bene 浅草レディース健診クリニックと

金沢医科大学の問診票のみ、簡略更年期指数

をルーチンの問診に入れていた。また、金沢

医科大学は、プレコンセプションケアのチェ

ックシートを渡していた。これは実際の問診

というよりは、啓発の意味合いが強いように

思われる。 
大阪大学医学図書館司書諏訪敏幸氏、松崎研

究分担者に依頼して、海外における健康診断

の実態調査をおこなって systematic review
の準備をした。文献レビューに関しては、健

康診断に関連した用語の選択と抽出をおこな

った。海外における健康診断の捉え方を文献

検索した。大半が疾患・問題・検査方法を個

別に取り上げており、総合的健診について述

べたものはほぼ見当たらない。ネット上のサ

イトは病院やクリニックによる民間機関によ

るものがほとんどで、その多くはどんな疾患

に備えた・どんな健診が必要かを解説するか、

またはそれらをコース別に幾つかのパッケー

ジとして商品化しているものが大半である。

ネット上のサイトで政府や公共機関によるも

のは比較的目立たず、特に、国による健診の

標準化や州政府・地方政府・保健機関による

標準的な健診の実施に関するものは見当たら

なかった、などといった実態が判明した。内

容から考えて systematic review は本目的に

は馴染まないと考え、narrative なものになる。

2 次調査の検索結果を入手したため解析に入

った。総合的健診、あるいは標準的・制度的

な健診という考え方自体が乏しい、など、い

わゆる健康診断という概念が比較的日本固有

のものであること、女性の健康維持に関連し

たものは皆無であり、これも日本オリジナル

の概念になりうることがわかっている。 
 
２）本研究を行うにあたり、荒川一郎研究協

力者が過去論文「Cost-effectiveness of the 
recommended medical intervention for the 
treatment of dysmenorrhea and 
endometriosis in Japan：Cost Eff Resour 
Alloc. 2018 Apr 10:16:12. doi: 
10.1186/s12962-018-0097-8. eCollection 
2018」をモデルに、新規に月経関連疾患の予

防および治療の医療経済評価を行うマルコフ

モデルを構築中である。費用効果をみるため

にはベースとなる経済評価が必要となり、こ

のモデルによる計算を経て、今後実際に③に

おける調査から出てくるデータを解析予定で

ある。また費用対効果をみるモデルに関して

は五十嵐委員、後藤委員、杉森委員との調整

進め、必要な設問を設定した。調査会社を通

じてデータ収集を行なった。 
 
３）本内容については、2023 年 5 月 15 日

におこなわれた班会議において、各委員に、

１）比較的短い問診項目ですみ実際に健康診

断に入れ込める可能性があるか、２）女性の

健康として意義があり、３）汎用性が高いも

の、という条件のもと、分担者が知る範囲お

よび各種検索をした。平池研究分担者、森研

究分担者からは、月経困難症スコア、short 
form modified menstrual disorder 
questionnaire (short form-mMDQ: 現在投稿



研究報告書番号 200210002A 
 

  — 5 — 

準備中)、4-item migraine screen などが挙げ

られ、吉原研究分担者からは、過去 1 年間で

2kg 以上体重増加または減少があるか、とい

う甲状腺疾患のスクリーニングでの問診項目

が挙げられた。その他では、松崎研究分担者

か ら 、 家 庭 内 暴 力 の 質 問 票 で あ る

WAST-Short-J および女性に対する暴力スク

リーニング尺度（VAWS）が挙げられた。 
月経に関する項目は、項目が短いことから実

地フィールドにおいてどれほど回答が得られ

るか、ということと、実際は月経随伴症状の

スクリーニングになることから、受診勧奨の

効果がどれくらいあるのかについて検討する

ことが必要と考え、樋口研究分担者、浅沼研

究協力者により、各々、弘前市を中心とした

広域での健診施設、聖隷浜松健康センターに

おけるデータ収集を実施した。また、人間ド

ック学会に関連した健保組合企業、合計 10
社（国際航業健康保険組合、イオン健康保険

組合、C&R グループ健康保険組合、ヤマトグ

ループ健康保険組合、大和証券グループ健康

保険組合）も対象としてデータ収集を開始し

た。2025 年 3 月 31 日までにおいて 519 名か

らの回答を得た。最初の調査から３ヶ月後に

実際に受診を行ったかどうか、受診した場合

にはどのような治療をおこなったのかといっ

た受診行動を確認するためのフォローアップ

の調査もおこなったが、回答率は 2％程度と

非常に低い数値となっている。インセンティ

ブのない調査のため、実際の受診行動に関す

るデータが回収できていない状況が確認され

た。このデータ収集は初回調査を 2025 年 6
月 30 日までをリクルート機関とし、データ

収集を継続して行う予定である。実際の受診

行動に関するデータが不足することを踏まえ、

PMS や月経困難症といった女性に関する問

題の認知と、症状の有無・通院状況の把握を

確認するため、また今後の認知拡大や受診拡

大に向けた政策検討のための基礎資料とする

ために一般男女 832 名に対しインターネット

リサーチをおこなった。月経困難症の認知度

については、「月経困難症は月経のある女性の

起こる」でも 69％に留まり、認知のレベルと

しても、認知者の中でも「聞いたことはある

が内容について詳しく知らない」が半数弱を

占める結果であった。その要因は性別による

差で、男性 30 代以降はさらに減少傾向であ

った。PMS に関する認知度は「PMS は月経

のある女性の起こる」が 65％に留まる結果で

あった。その要因は性別による差で、最も高

い男性 20 代でも 63％に留まり、最も低いの

は男性 50 代の 27％であった。管理職となる

年齢の男性において非常に認知度が低いこと

が確認されたことから、今後の政策検討に活

かすことが可能と考える。 
 
Ｄ.考察 
本研究を通じて、日本における女性のための

健康診断の現状と課題が詳細に明らかになっ

た。特に重要なのは、月経随伴症状を定量的

に評価するための標準化された問診項目が不

足しているという点である。多くの施設では、

月経痛や月経量に関する質問が含まれている

ものの、それらの記載方法や評価基準が統一

されておらず、主観的な回答に頼らざるを得

ない状況が見受けられた。これに対し、一部

の施設では簡略更年期指数やプレコンセプシ

ョンケアのチェックシートが導入されており、

これらは他の施設でも参考にされるべき良い

実践例である。これらの先行事例を参考に、

より包括的な問診項目の整備と普及が望まれ

る。 
また、海外における健康診断の実態調査の結

果、日本の健康診断システムがいかに独自の

ものであるかが浮き彫りになった。多くの国

では、総合的な健康診断の概念が存在せず、

特定の疾患や検査方法に焦点を当てた個別の

アプローチが主流である。さらに、政府や公

共機関による標準化された健康診断の実施は

ほとんど見られず、民間機関が主導する形が

一般的であることが分かった。このことから、

日本の健康診断がいかに体系的かつ包括的で

あるかを再認識すると同時に、他国の実践例

を取り入れることでさらなる改善の余地があ

ることも示された。 
本研究の結果を踏まえ、今後の展望として以

下の点が重要であると考える。 
 
1. 標準化された問診項目の開発と導入 
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まず、月経随伴症状を定量的に評価するため

の標準化された問診項目の開発が急務である。

現在の状況では、各施設が独自の方法で質問

を行っており、統一された評価基準がないた

め、データの比較や分析が困難である。これ

を解決するために、例えば、月経困難症スコ

アや short form modified menstrual disorder 
questionnaire (short form-mMDQ) のような

標準化されたツールを全国的に導入すること

が必要である。これにより、月経関連症状の

評価がより正確になり、適切な診断と治療が

促進される。 
2. 女性のライフステージに応じた健康診断

項目の整備と普及 
健康診断プログラムの改善も重要である。特

に、女性の健康維持に関連する項目を強化す

ることが求められる。例えば、簡略更年期指

数やプレコンセプションケアのチェックシー

トのようなツールを活用し、女性のライフス

テージに応じた健康管理を行うことが望まれ

る。また、これらのツールを用いた啓発活動

を通じて、女性自身が自身の健康状態をより

深く理解し、積極的に健康管理に取り組む意

識を高めることが重要といえよう。簡便かつ

有効なツールの活用とともに、健康診断を通

じた啓発活動により、セルフケア意識の醸成

を図る必要がある。 
3. 国際比較研究の推進 
海外の健康診断に関する文献レビューから、

日本の健康診断システムが独自であることが

明らかになったが、他国の優れた実践例を取

り入れることでさらなる改善が期待できる。

そのため、国際比較研究を推進し、他国の健

康診断システムや方法を参考にしつつ、日本

のシステムを改良していくことが重要である。

特に、女性の健康診断に関する研究を強化し、

グローバルな視点から日本の健康診断を再評

価することが求められる。 
4. データ収集と解析の強化 
実地フィールドでのデータ収集と解析を強

化することも重要である。今回の研究では、

弘前市や聖隷浜松健康センターなどでデータ

収集が行われたが、今後は全国的な規模での

データ収集を行い、より包括的なデータベー

スを構築することが必要であろう。このデー

タベースを基に、女性の健康診断の効果を詳

細に解析し、改善点を特定することができる。

さらに、収集したデータを活用して、健康診

断の効果を評価し、その結果をフィードバッ

クしてプログラムの改善に役立てることが重

要である。 
 
Ｅ.結論 

女性の健康に関して月経随伴症状を標的と

した研究を展開した。問診による月経随伴症

状の診断を実地的におこなうことにより、セ

ルフチェックが確立・定着することが期待さ

れる。このスクリーニング手法を開発するだ

けでなく、その効果を検討する研究が望まれ

る。現在まで調べた範囲では、海外において、

日本の健康診断のようなスタイルは存在しな

いことから、月経随伴症状を、企業などの健

診で拾い上げるスタイルは我が国固有の手法

となり、国際的にも注目を集めることが期待

される。 
費用対効果の観点からも、シンプルな問診

項目を活用したスクリーニングは実現可能性

が高く、政策への反映に向けた実装が現実的

な段階にあると考えられる。今後、さらなる

実地調査と解析を進めることで、エビデンス

の精度を高め、標準化された問診ツールやガ

イドラインの策定につなげていくべきである。

費用対効果を分析することで、容易に遂行可

能であることが証明された場合、国内への浸

透も容易であると推測する。今回得られた結

果をさらに詰めることで最終的には政策への

反映が可能であり、施策化されることは真に

女性が活躍できる社会の実現を目指すための

第一歩であるといえよう。 
本研究の成果を基に、女性のための健康診

断がさらに進化し、より多くの女性が健康で

充実した生活を送るための支援が強化される

ことを期待する。研究の過程で得られた知見

を活用し、標準化された問診項目の開発や健

康診断プログラムの改善、国際比較研究の推

進など、具体的な取り組みを進めることで、

女性の健康維持に大きく貢献することができ

よう。最後に、研究の成果を基に政策提言を

行い、社会全体への影響を高めることが重要

である。女性の健康診断に関する標準化され
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たガイドラインを策定し、政府や自治体、医

療機関に対して具体的な提案を行うことが求

められる。これにより、女性の健康診断の質

を向上させ、より多くの女性が適切な健康管

理を受けられる環境を整えることができ、女

性が健康で充実した生活を送るための社会的

基盤を強化することができる。最終的には、

女性の健康を支える施策の社会的実装が、持

続可能な社会の実現に貢献するものと期待さ

れる。 
 
Ｆ. 健康危険情報 
特になし 
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